









に拡大していた。このとき 2000 年に DID 内の多くを利用圏としていた長崎市中心
部に集まる葬儀会館は、さらに DID 外側の旧長崎市の範囲まで利用圏を拡大しよう
































































































『国士舘人文科学論集』第 2 号（2021年 2月）
と場所などが無料で掲載される。ここから、死亡日から告別式までの日数、自宅



















ける費用を接待費用とすると、1件あたりの式典費用は 65.2 万円（全国平均 62.9
万円）、接待費用は 42.1 万円（全国平均 27.5 万円）であった。西日本の県では、
葬儀費用全体に占める接待費用の割合が低く、式典費用の割合が高くなる傾向に
あるが、長崎県については、とくに接待費用の多さが西日本の中で際立っていた。









れぞれの全体に占める割合を 1986 年から 2016 年まで 5 年または 10 年おきに表
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長崎市とその周辺における葬儀会館の立地と喪家の選択（藤岡英之）
第 1 図 葬祭業関連従業者規模別の従業者割合の変化（全国）
資料：事業所・企業統計調査（1986 年、1991 年、2001 年、2006 年）、経済センサス活動
調査（2016 年）
第 2 図 都道府県別にみた 30 人以上の事業所に属する従業者の割合（2016 年）
資料：経済センサス活動調査（2016 年）
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第 2 図には表れていないが、長崎県の 30 人以上の割合は 31.1 ％で、全国平均
とほぼ同じであった。ここで、さらに事業所規模別の従業者数割合の変化を、長
崎県についてもみておく（第 3 図）。長崎県ではこの間、従業者 300 人以上の事
業所はなかった。1991 年のみに 100 人以上の割合が３割程度あるのは特異値で
あるが、2001 年以降は 30 人以上の割合が急速に増加して、全国平均とほぼ同じ
レベルにまでなっている。このように県レベルでみると、参列者の多さは指摘で
きるものの、長崎県の葬祭業はほぼ全国の平均的な位置にあるといえる。
第 3 図 葬儀業関連従業者規模別の従業者割合の変化（長崎県）






本稿で対象地域とする長崎市は、長崎県の県庁所在地である。2005 年 1 月に








規模別にみた従業者の割合の変化を第 4 図に示した。1991 年の 100 人以上の数
値は特異であるが、少なくとも 2001 年から 30 人以上の規模の事業所に属する
従業者の割合が多くなり、近年は 6割を超えるまでになっている。2016年には、
長崎市と周辺 2 町の従業者のうち約半数が 50 人以上の事業所に属していること
になり、全国や長崎県と比較すると、規模の大きな事業所による市場の寡占が進
第 4 図 葬儀業関連従業者規模別の従業者割合の変化（長崎市、長与町、時津町）
資料：事業所・企業統計調査（1986 年、1991 年、2001 年、2006 年）、経済センサス活動
調査（2016 年）
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場があったが、これらは合併後の 2007 年 3 月に廃止となり、もみじ谷葬斎場に
統合された。火葬炉 11 基（他に小型炉１基）を備えており、葬儀式場はない。

























































1990 年代に時津町や長崎市の中心部に葬儀会館を開設したが、いずれも 2000 年
代に入って閉鎖している。
周辺部に葬儀会館の開設が拡大するのも 1990 年代からである。周辺部では、
1993 年に開設された南部の G に始まり、1995 年に N が時津町に設けられると、
1998 年には長与町に I が開設され、さらに 1999 年には東長崎で新規参入の業者
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が R を開設した。さらに 2000 年代には DID の外部にまで、新しい業者が会館を
設けるようになっていく。とくに長崎市最南部の旧野母崎町地区では、S、T、W
が相次いで設けられた。現在までに設けられた 23 会館のうち 17 会館は複数の
葬儀会館をもつ 5 業者が運営している。1 会館のみをもつ葬祭業者が運営する残
りの 6 会館では、4 会館が DID の外部にあり、2 会館が東長崎の DID 内部に立地







いて述べる。調査したのは 2000 年、2005 年、2010 年、2015 年、2020 年のそれ
ぞれ 1 月に掲載されたものである。ただし、1 月 1 日は火葬場が休みとなるなど
年末年始に死亡した場合には通常より日数が延びることが予想されるため、日数














2000年の 1.7日から、2020 年の 2.1日までわずかずつではあるが増え、近年では
死亡当日は仮通夜として葬儀会館などに遺体を安置し、翌日に通夜を営むのが一
般的になりつつある。それでも、葬祭業者にとっては通夜、葬儀までの準備時間
第 3 表 お悔やみ欄に掲載された葬儀の場所と自宅までの距離の変化
資料：長崎新聞お悔やみ欄、人口動態統計（各年）
注：2015 年 1 月において、福岡県の葬儀会館で行われた葬儀が 1 件あったが、極端なケ
ースとして除外した。
- 14 -
『国士舘人文科学論集』第 2 号（2021年 2月）
は短く、葬儀の取り扱い件数を増やそうとすると、突然の需要に応えることがで
きるように多くの式場やスタッフを確保しておくことが必要となる。






葬儀会館の利用が 7 割近くあり、葬儀会館での葬儀がかなり定着していた（第 3
















ここで、2005 年 1 月に中心部の葬儀会館を利用した喪家について、さらに詳
しく検討する。2005 年を選んだのは、2006 年に中心部の葬儀会館 L を運営して
いた葬祭業者が対象地域内の別の葬祭業者の傘下に入った要因を探るためであ
る。2005 年の中心部の葬儀会館は、A、B、D、F、H、J、L であり、利用者（故
人の自宅）からの平均距離は全体の平均よりも長い 4.2 km だった。故人の自宅
からこれらの葬儀会館までの距離を葬儀会館ごとにまとめ、距離帯別にその構成
比をグラフに表したのが第 6図である。これによると、L は 2km 未満の割合が他
と比べて高く、その利用圏は狭い。聞き取りによると、こうした L の弱点は、式
第 4表 葬儀会館の開設年と規模、第 1表との対応
資料：聞き取り、各社ホームページ
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み欄への掲載率が 2005 年にも 7 割近くあることから、この時期でも参列者の減
少傾向などはほとんどなかったと推測される。こうした利用者のニーズを満たす
















本節では、葬儀会館の利用割合が増加していた 2000 年から 2010 年の間の利
用圏の変化について分析する。第 3 表でみたように 2000 年にはすでに会館の利










年に稼働していたのは、中心部が A、B、D、E、F、H、L、東長崎が R、南部で G、
長与で I、時津で N だった。2000 年には中心部と時津町に、2005 年までに廃止
された第 5 図にない葬儀会館がそれぞれ 1 か所ずつあり、2000 年 1 月には中心
部は 1件、時津では 4件の掲載があった。2010年にはこれに加えて、中心部に J、
東長崎に U、西部で P、南部で C、最南部は Sと T、長与に Oが設けられている。U、
W は 2000 年にはまだ設置されておらず、E、K、M、Q は 2010 年も未設置であ
る
９）




利用していた。長崎①は 2000 年は中心部の葬儀会館の利用が 115 件に対してそ
の他の葬儀会館は 5 件、2010 年は中心部 139 件に対してその他は 7 件だった。
また長崎④と⑤は全件が中心部の葬儀会館の利用だった。長崎②（東長崎地区）
では、2000 年には葬儀会館が 1 か所のみ（5 件）で、中心部の葬儀会館（3 件）
と利用を分け合っていたが、2010 年には 2 会館に増え、ほとんどが地元の会館
利用に変わった（中心部 1件、地元 6件）。南部の葬儀会館に近い長崎③も、2000
年は中心部と南部で 2 件ずつと利用を分け合っていたが、2010 年にはほとんど
が南部の会館を利用するようになっていた（中心部 1 件、地元 6 件）。長与①～
③では、2000 年も 2010 年もほぼ長与町内の葬儀会館が利用されていたのに対し
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て、時津では、町内で唯一の葬儀会館が DID から少し離れて立地しているため
か、2000年は中心部（2 件）と長与（3件）、2010 年は中心部（2件）と時津（3







が、この範囲でも自宅葬が相当数（86 件中 39 件）行われており、自宅近くの寺
院での葬儀もあった。DID 外部で中心部の会館を利用するのは DID（長崎①）の
周辺が多かったのに対して、中心部以外の会館を利用するケースは数も少なく、
明瞭な利用圏もほとんど見いだせなかった。ところが 2010 年（第 9 図）では自




























在していた。たとえば長与町のうち DID の外部では、長与町の葬儀会館利用が 6
件に対して中心部も 3件の利用があった。
第 10図 長崎市内 20地域と周辺 2町の分布
資料：長崎市 住民基本台帳に基づく町別人口・世帯数（各月末）





続いて 2010 年から 2020 年までの変化について検討する。注 8 で述べたよう
にこの時点ではお悔やみ欄に掲載される故人の自宅住所が町名レベルまでとする
ことが増え、DID の内外を正確に示すことが困難になっている。このため、長崎




の掲載はほとんどなく、Q は DID 外に単独で設けられており、利用圏を形成す
るまでには至っていない。
22 の地域を中心部の葬儀会館の利用状況によって分類し、2010 年 1 月、2015
年 1 月、2020 年 1 月のそれぞれの利用件数をまとめたものが第 5 表である。こ
のうち、ほぼ中心部のみを利用している中央・西浦上・福田・小榊・滑石・式見
・茂木（各年 1 月の合計で、中心部の利用が 459 件に対し、それ以外の葬儀会
館は 18件）と、ほとんど地元の葬儀会館のみを利用している最南部の野母崎（同
じく地元 24 件に対して他地域の葬儀会館は 1 件）は除外した。また、北部の外
海・琴海地域も、中心部の葬儀会館の利用が 2010年と 2015年が 1件ずつ、2020
年も 3件と少なかったため、省略した。
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第 5表 2010年から 2020年までの葬儀会館利用状況の変化
資料：長崎新聞各年 1月のお悔やみ欄より作成



















2000 年の DID の外では、葬儀は自宅や自宅から近い寺院で行われていたが、
2010 年にはこれらはほぼ葬儀会館の利用へと変わっていた。その結果、大きく




その周囲には、DID の縁辺部に立地する葬儀会館の利用圏 5 つが取り囲んでい
た。このうち西部、時津、南部の葬儀会館では、それぞれ外海、琴海、三和の各
地域からの利用によって、要の部分に葬儀会館のあるおうぎ形状の利用圏が形成
されていた。また東長崎では、DID とその周辺に平均距離が 2km 程度の独立し
た利用圏が形成されていた。中心部の DID からはやや離れた位置にあり、2015

















































2) 「平成 28 年経済センサス活動調査」（総務省・経済産業省）によると、葬儀業全体の年
間売上高のうち相手先が個人（一般消費者）の金額が 1 兆 1904 億 8100 万円なのに対し、



















葬儀会館を A とし、その会社の 2番目以降の会館を B、C、次に地域で 2番目に早く葬儀会
館を設けた会社の最初のものを Dなどとして決定した。会社と会館の対応は第 4表を参照。
8) 故人の自宅住所は、2010 年まではすべて番地まで掲載されておりその場所を特定するこ




9) E は 2001 年にいったん廃止されて別の用途で使用され、2016 年に再度、小規模な葬儀を
行う葬儀会館となっている。
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